
《避難者は今 いま求められていること
－区域外避難者支援の現場から－



福島県（復興庁）は2016年10月以降、区域外避難者数の公式集計を
取り止めてしまった。
（2016年10月段階）
県内への避難者 12,757名 ５，２９４世帯
県外への避難者 13,844名 ５，２３０世帯
計 16,601名 １０，５２４世帯

聞き取りによると現段階の避難者数は約12,000名と言われている。













自主避難者が置かれている状況をどうみるか

◎2017年3月末における住宅無償提供打ち切り後、引き続き県外避難を継続している世帯は約7割以上と多
い。今後も避難（定住）希望は過半数を超える。
◎被ばくに関する健康不安を抱える世帯数が約半数を超える。
◎避難前より世帯収入が減少し、東京都の調査では、月収20万円未満が過半数。10万円以下が22％。相談
する人が誰もいないが16.5％。深刻な実態がうかびあがっている。山形県調査では不安なことは、「生活資
金」が最多。困っていること・不安なことは、①「生活資金（68.2％）」、②「健康（47.7％）」の順。対前年比では、
「生活資金」が＋3.6ポイント、「健康」が＋5.0ポイント。

◎住宅無償供与が打切られ、公営住宅入居できた避難者以外の多くの世帯収入／家賃負担率が一般より
大幅に高くなっていると想定される。（一般的に平均月収の２５％～３０％が適正値と多くのＨＰで分析）2019
年3月末で福島県の民間賃貸家賃補助（2018年：月額２万円）が終了した場合、更に収入における家賃割合

が高くなると想定される。（調査では母子避難や母子世帯など世帯区分とのクロス集計がなされていない事
は今後の課題）原発事故後に離婚した母子世帯避難者は更に経済的負担が厳しくなると想定される。
◎避難後の就労困難は続いている。多くの避難者が避難先で正規職に就けていない。



避難者の皆さんの暮らしは？

 母子避難、夫は福島に残るという二重生活

 家族で避難はしたが、住んでもいない家のローンを抱えている

 福島の新築の家に一歩も足を踏み入れぬまま、避難した

 貯金の切り崩し

 保険の解約、返戻金も生活費として使用

 見ず知らずの土地で夜遅くまで働く

 「住民」でも、補償のある「避難者」でもない生活

 シングルマザー、シングルファーザーで、頼る人がいない

 高齢者、障がい者を抱えている

 稼ぎ過ぎると収入要件から除外されるし、かと言って仕事をしないと生活が苦し
い

 病気になったらどうしようかと不安になる

 5年以上かけて立て直した生活を、また奪われるのかと、うつ状態になる

 親も子も獲得したコミュニティを失うのかとつらくなる



原発避難者２割、最近自殺考えた 茨城、４割にＰＴＳＤ

原発事故で福島県から隣接する茨城県に避難した人を対象に昨年末に実
施したアンケートで、２割が「最近自殺したいと思ったことがある」と回答した
との結果を筑波大や茨城県、避難者支援団体「ふうあいねっと」などのチー
ムが２３日、まとめた。回答者の４割近くに心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳ
Ｄ）の疑いもあり、東日本大震災と原発事故による被災者の心の傷の深さ
があらためて浮き彫りとなった。事故から６年半が過ぎた現在も約３万５千
人が福島県外での避難生活を余儀なくされ、茨城県への避難者は約３５０
０人に上る



避難住宅を追い出されて1年 ホームレスになった避難者を保護
4月25日、昨年の3月に神奈川県川崎市雇用促進住宅を退去して「路頭に迷ってい
る」と連絡くれた区域外からの避難者の方から1年振りに避難の協同Ｃメールに連絡

があった。その時は生保同行する為に役所前で待ち合わせしたが表れてくれなかっ
た。その後、自分で住み込みの仕事を探すと言って連絡を絶ってしまった。あれから
一年、現在、仕事も住居もなく、今日明日どうするかの状態、携帯は使えないという。
現在、仕事も住居もなく、今日明日どうするかの状態、携帯は使えないという。何とか
Gmailで連絡をとり渋谷区役所で何とか会えた。所持金は５円、荷物は何もなく服は
着っぱなしだった。１年間、代々木公園とネットCAFEで暮らしていた。とりあえず生保申

請をおこない今日からの住まいを確保、中野区の自宅近くの個室シェルターを確保、
自家用車で向かい、個室と３室の食事を確認して入所をお願いした。しかし生保申請
正式面談まで5日間 渋谷区からの少額貸付金は０円



支援してきたＡさんの自死
昨年、5月に支援してきた母子避難のＡさんが、公園で変わり果てた姿で発見された。いつも子
どもの事ばかり考えて避難後も子どもたちを進学させる為
に昼間も夜も頑張って働いていた。二人の子どもを
大学に進学させた。その中での住宅無償提供打ち切り！
私はせめて継続居住できるように一緒に動いた。
継続居住が決まった時のＡさんの嬉しそうな姿が忘れら
れない。
Ａさんは夫からのＤＶを日常的に受けていた。Aさんは次
のような言葉を何度も口にしていた。Aさんは疲れ切って
いた。ダブルワークの上に、週末は月2回、夫の住む福
島県へ深夜バスで通った。「テレビで大丈夫だと言って
いるのに皆、マスクをしている。馬鹿だ」、「逃げる必要など無
い」と言う夫とは、放射線防護について意見が合わなかった。
夫からは「月に2回、戻って来て家事をする事」、「2013年3月
までに戻って来ないと離婚だ」と言われ続けた。

「家族がバラバラになってしまった。原因をつくったのは私…」
「夫が怒る気持ちも分かります。あゝ原発事故さえ無ければ…」
「私さえ放射能を気にしなければ、震災前のように暮らせたのかな…」
「、被曝リスクから逃れようと動いた事で家族をバラバラにしてしまった」



2019年3月末で更なる支援が打ち切られます。
①福島県による民間賃貸家賃補助（2,000世帯）の終了⇒更なる経済
的貧困
②国家公務員住宅（１２０世帯）の継続居住終了
⇒東京都江東区東雲住宅居住の区域外避難者世帯８０世帯の行き場
は？

求められる自主避難者支援
①国の責任に基づく避難者の実態調査
②安心して生活できる「避難者」への居住の保障
③ の継続
④希望する避難者の公営住宅特定入居（避難者を加える）
（特に世帯要件の撤廃）
③希望する避難者の現在の避難先住宅に留まる保障と住宅（家賃）支
援（世帯収入における家賃割合２５％を超えない）



江東区辰巳で、「避難者と国会議員のヒアリングミーティング」を開催しました。
●避難の協同センターでは「原発事故子ども被災者支援法議員連盟」の国会議員と連携した「自主避難者ヒア
リングミーティング」を東京・山形・新潟で開催する事を決定しました。この３都県は復興庁や福島県が避難者実
態調査すらおこなわない状況のなかで避難先自治体が独自で調査をおこなっていて多くの避難者の厳しい生活
実態を掴んでいます。

●各地域でのヒアリングミーティングに国会議員が参加し①現状調査をおこなっている３都県で避難者全体の
実状を支援団体や戸別訪問や実態調査をおこなった担当者からの聴き取り②避難当事者ヒアリングの２部構成
でおこなう。その後に、自主避難者の状況把握を踏まえて支援法議連が4月以降に国会で具体的な働きかけを
おこなう予定です。

●今日は東雲国家国家公務員住宅居住の区域外避難者から７名、東久留米市の国家公務員住宅から２世帯、
川越市から１名避難の協同センターの世話人の避難者２名、計１２名の避難者が参加しました。他にも生活が
厳しく今日もシフト勤務で参加できなかったシングルマザーの切実な訴えに国会議員の心に響いただろうか！

●南相馬から避難された母子避難のＡさんが涙を流しながら強く訴えた。「南相馬から東京に避難。東雲住宅に
住んでいる。収束宣言のせいで、夫が福島県に帰る。福島からきたということで、いじめがはじまった。世帯要件
で都営に入れない。働ければ働くほど、状況が悪化。どのように住まいを確保すればよいのか。生活の基盤が
ゆらいでいる。来年３月末で居住期限がきれる。５年とか10年というスパンでなんとかしてほしい。何も無償とい

うことを言っていない。なぜ、こうなったかということも考えてほしい。好きで東京にきたわけではない。原発事故
後に自衛隊の人が一軒一軒訪ねて、「避難しなさい」と。空間線量だけではなく、健康不安がある。科学的に根
拠があるとかないとかいう話ではない。



【国家公務員住宅避難者に理不尽な通告届く。】

4月2日夜、地方の自主避難者からの深刻なＳＯＳが私の電話を鳴らした。「避難している事が解って以降に執拗な

いじめを受けている。リストカットを繰り返す娘の事について相談に乗ってほしい。」こんな悲惨な状況になっている
この理不尽をなんとかしなければならない。このままではまた自死者がでてしまう。

【追い打ちをかける理不尽な通告届く。】

国家公務員住宅で避難を継続している方全員に福島県から手紙が届いている。土曜の避難者ヒアリングの時に涙
を流して訴えたお母さんからのメールで解った。内容が酷い。

❶いま住んでいる住宅の家賃及び駐車場費の一斉値上げ通告
◎東雲母子避難Ａさんの場合

(H29)
使用料￥53,105 共益費￥5000 駐車場使用料￥22,425

↓ ↓
（H30)
使用料￥59,834 共益費.￥5,000 駐車場使用料￥25,625
使用料＋￥6,729 共益費 変更なし駐車場使用料＋￥3,200 計月額＋￥9,929になります

❷住み続けたければ使用賃貸契約書に署名捺印して４月９日までに提出せよ』と通告
➌第4条ではH31年3月31日まで、再契約、貸し付けの延長は行われないものとする。
貸し付け物件を明渡さない場合は2倍の損害金を請求する。



【来年３月末で支援は全て打ち切る。理由は既に退去している避難者との公平性！】
５月１７日（木）衆議院議員会館で避難の協同センターと子ども被災者支援国会議員連盟共同主催「第
２回原発事故避難指示区域外避難者の住宅問題を考える政府ヒアリング
●福島県の来年３月末での国家公務員住宅の使用期限終了と激変緩和策である「民間賃貸住宅避難
者への家賃補助終了を延長させる意思はないとの回答に今日も参加された多くの避難当事者の落胆
と失望が広がった。前回交渉で財務省より「福島県から要請があれば、国家公務員住宅の使用延長な
ど丁寧に対応したい」
●しかし、福島県の回答は「財務省に対して、使用延長申請は行っていない。平成28年度、財務省と協
議の結果、やむをえない避難者に対して、所定の使用料をはらってもらい最長２年と、経過措置、この２
年で住まいを確保してもらおうという趣旨でやっている。避難している人の自主再建のための措置なの
で、延長をするつもりはない。」福島県が財務省に要請すれば避難者の当面の居住は保障される可能
性は高い。なのに「昨年３月末で多くの方が応急仮設住宅を退去してもらった。その方々との公平性が
ある。」この公平性という表現に会場は騒然となる。４月末に所持金５円でホームレスとなり保護した区
域外避難者Ｃさん、Ｃさんは昨年３月に避難していた雇用促進住宅退去を強要された。福島県はＣさん
との公平性を主張するのであろうか、応急仮設を退去後に民間賃貸に転居、多くの避難者が収入比で
４割を超える家賃負担を強いられ、経済的貧困状態に、新潟県調査では区域外避難者の24.8％が重
度精神障害相当という結果だ。‘（宮城県の仮設では８％台。ふつうは５％以下）



とうとう原発事故被害者である避難者が「被告」として訴えられた。

◎昨年9月、とうとう原発事故被害者である避難者が「被告」として訴えられた。
4月1日以降も山形県米沢市内の雇用促進住宅への無償入居を継続している
避難者8世帯を相手取り、住宅を管理する独立行政法人が明け渡しと退去まで
の家賃の支払いを求めて提訴したのだ。
東京・埼玉でも自主避難者が本人に通告なく12月福島県議会で「調停提訴」が

提案可決された。原発事故災害にあい、昨日まで当たり前のように思われた営
みが奪われ、困難の中に放り込まれる。どうやって日常を取り戻せばいいのか、
どう生きればいいのか、今でも苦闘する被害者（避難者）が加害者に訴えられ
ている。



オーストラリアは「福島の高放射線地域からの自主避難者に対して、住
宅、金銭その他の生活援助や被災者、特に事故当時子供だった人への
定期的な健康モニタリングなどの支援提供を継続すること」と勧告しまし
た。

政府は、国連人権理事会での勧告を踏まえ被害者救済に取組んでください。

ポルトガル政府は避難者の帰還に関しての意思決定に男女平等な参加を
確保することを勧告しています。



政府は、国連人権理事会での勧告を踏まえ被害者救済に取組んでください。

ドイツは、一般被ばく限度を年間１ミリシーベ
ルト基準に戻すべしという勧告について、現在
年間20ミリシーベルトまでが許容されている地
域があるが、これらの地域含め、「いつ」1ミリ
に戻すのかと問いました。

最後に

憲法２２条でも明文化されている「居住・移転の自由」原発事故の放射能被害
から逃れる人々の居住の自由は国が補償すべきで勝手に20ミリで帰還を強

制すべきでない。「幸福追求権」は人権として規定されている。「幸福追求権」
を原発事故で侵害された。慈善や施し、相互扶助ではなく、国に対し堂々と主
張できる人権として規定されている。「きづな」「助け合い」ではなく「人権＝人
として正しいこと」原発事故被害者救済運動は人間としての権利運動なの
だ！


